
 
 

1 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

 
乳がん検診の自己負担金と受診率との関係について” 

研究分担者 笠原善郎   所属 恩賜財団福井県済生会病院  
 

研究要旨 
 福井県の乳がん検診自己負担金と受診率の関係について検討した。県内 17 市町は県の設

定で基本的には 1,000 円の自己負担金で統一して実施しているが、市町によって独自に補助

を追加し全年代無料としている町が 1 自治体、5 歳または 10 歳刻みに節目で無料としてい

る市町が 8 自治体、41 歳の開始時のみ無料にしている市町が 5 自治体あった。追加補助の

ない市は 3 自治体であった。 
2019 年から 2023 年の乳がん検診受診率（40-69 歳）は、節目または全年齢で無料の自治

体で 60.8-78.2%、開始年齢のみ無料の自治体で 53.3-69.0％、追加補助のない（無料設定な

し）自治体で 40.7 ｰ 56.2%であった。 
乳がん検診自己負担金の無料化は受診率を上げる可能性があることが示唆された。 

 
A. 研究目的 
乳がん検診の自己負担金が検診受診率に

与える影響について検討すること 
 

B. 研究方法 
2019～2023 年の福井県の 17 市町の対策

型乳がん検診自己負担金を把握し、それぞ

れの市町の乳がん検診受診率と比較検討し

た。 
（倫理面への配慮：個人情報等倫理的に問

題となる事項はなかった） 
 
C. 研究結果 
福井県内の乳がん検診は、その利便性

を考慮し居住地に関わらず最寄りの自治

体で受診可能とし、自己負担金も 1,000円

に統一されている。ただし市町によって独

自に補助を追加し全年代無料としている町

が 1 自治体、5 歳または 10 歳刻みに節目で

無料としている市町が 8 自治体、41 歳の開

始時のみ無料にしている市町が 5 自治体あ

った。追加補助のない市は 3 自治体であっ

た。 
2019 年から 2023 年の乳がん検診受診率

（40-69 歳）は、節目年令または全年齢で無

料の自治体で 60.8-78.2%、開始年齢のみ無

料の自治体で 53.3-69.0％、追加補助のない

（無料設定なし）自治体で 40.7 ｰ 56.2%で

あった（表 1）。 
 
E. 結論 

受診率は、節目年令または全年齢で無料

の市町が一番高く、次いで開始年齢のみ無

料の市町となり、無料設定なしの市町が一

番低かった。乳がん検診自己負担金の無料

化は受診率を上げる可能性があることが示

唆された。 
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【表１】 
無料補助状況 受診率（40-69 歳、市町対象者のみ） 

  2019

年 

2020

年 

2021

年 

2022

年 

2023

年 

節目年令で無料 69.0% 60.8% 73.8% 78.2% 77.7% 

開始時 41 歳のみ無料 63.3% 53.3% 64.1% 69.0% 66.9% 

無料補助なし 48.3% 40.7% 51.5% 56.2% 54.5% 
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